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はじめに

本稿は，東南アジア諸国連合（ASEAN）に

おけるデジタル化の動向と，特定分野における

デジタルを利用した日本と ASEAN の協力の

可能性を分析しようとするものである。急速な

デジタル化は，先進国，途上国を問わず社会を

変えつつある。2023 年 5 月に日本の広島で開

催された G7 首脳会議の議長声明は，社会のさ

らなる発展におけるデジタル技術の重要性を強

調するとともに，人工知能やデータ分析を含む

さまざまなデジタル問題に対して十分なガバナ

ンス構造を提供する必要性を示している。G7

広島首脳会議は，デジタル化の分野でも G7 先

進国といわゆる「グローバルサウス」諸国との

結びつきを促進するものであった。

「デジタル」という言葉は，元来「特に 2 進

数の形で構成されたデータ」を意味するもので

あったが，現在では情報通信にまつわる用語と

して世間一般に広く用いられ，また政府間会合

の名称にまで用いられるようになった。例え

ば，ASEAN電気通信・情報技術大臣会合の名

称は，2020 年から ASEAN デジタル大臣会合

に変更された。

今日のデジタル分野を取り巻く発展は目覚ま

しく，世界的にも次世代の経済成長とイノベー

ションの源泉と見なされている。このため，官

民が連携して成長機会を創出し，規制面も含め

たデジタル分野の運営方法を検討する必要があ

る。特に，経済産業省が主導するアジア・デジ

タルトランスフォーメーションの政策理念が示

すように，デジタル分野では，日本が産業協力

を通じてアジアの発展をリードするモデルでは

なく，個々のデジタル技術だけでなく，デジタ

ル技術を活用するための国民レベルでの理解と

いう点でも，アジアが日本に先行している面は

多い。その点で，デジタル分野における日本と

ASEANとの協力は，お互いの強みを生かして

経済を「共創」するという点で非常に重要であ
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る。

東アジア・アセアン経済研究センター

（ERIA）は昨年，アジア総合開発計画（CADP）

3.0 を 発 表した。これは東アジア地域の

COVID-19 以降の開発戦略を分析したもので

あり，統合，イノベーション，包摂性，持続可

能性という 4つの柱に分けられ，それぞれの構

成要素においてデジタル技術を全面的に活用す

ることをその議論の主眼として提言している

（ERIA 2022）。

本稿では，ASEANでこれまで議論されてき

たデジタルに関連する系譜を概観した後，デジ

タル技術の活用によってさらなる飛躍が可能な

分野について考察する。最後に，日 ASEAN

50 周年に向けて日本と ASEAN が共に取り組

むべきデジタル共創について考察する。

Ⅰ ASEANデジタル経済と

デジタル政策の概要

ASEAN では他の地域と同様 COVID-19 パ

ンデミックの間，デジタル化が重要なライフラ

インとなった。経済の回復力をさらに高めるた

めには，デジタル技術による成長機会を一層捉

える必要がある。その証拠に，パンデミックの

間，オンラインショッピングからリモートワー

ク，さらにはワクチン発見の加速に至るまで，

デジタル技術を活用することで各国は新たな市

場に参入し，生産性を向上させることができ

た。例えば，過去 2 年間で E コマースは

ASEAN諸国全体で大幅に成長したと報告され

ており，インドネシア，シンガポール，ベトナ

ムでは収益の伸びが顕著であった。ブルネイや

カンボジアのような小規模な E コマース市場

でさえ，収益は 2桁成長を記録している。
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確かに，COVID-19 は ASEAN におけるデ

ジタル技術の広範な普及の大きな起爆剤となっ

た。その発生以来，新たに 7,000 万人のイン

ターネット利用者が増え，ASEANは 4 億人の

アクティブなインターネット利用者を擁する世

界最大級のインターネット拠点となった。デジ

タル決済はますます普及し，2025 年には 1 兆

1,000 億米ドルにまで増加し，現金に代わる好

ましい決済手段になると予想されている。世界

経済フォーラム（WEF）が ASEAN6 カ国の

中小企業 8万 7,000 社を対象に実施した最新の

調査では，これらの企業の 87％がデジタル化

を景気回復の道筋と見ており，43％から 66％

がデジタル化をさらに進めたいと回答した

（WEF 2021）。

地域全体では，ほぼすべての ASEAN 各国

が人工知能（AI），モノのインターネット

（IoT），ブロックチェーンなどの新技術に対す

る強固な戦略を採用している。2025 年までに，

この地域のインターネット経済の規模は，2019

年の 1,000 億ドルから 3,000 億ドルに達すると

予想されている。ASEAN経済へのデジタル化

の波及効果はさらに大きい。ある試算によれ

ば，デジタル経済を活用することで，2025 年

までに ASEAN の GDP 成長率を 1 兆ドル押し

上げることができるという。実際，これは

ASEANが地域全体のデジタル経済を構築し，

その恩恵を最大限に享受するための絶好の条件

である。

デジタルトランスフォーメーション（DX）

を追求する ASEAN の現在の優先課題は，決

して目新しいものではない。2000 年の「e-

ASEAN 枠組み協定」に始まり，「個人データ

保護やデジタルデータ・ガバナンスに関する枠

組み」，「ASEAN 電子商取引協定」，「ASEAN

デジタル統合枠組み」など，域内で実施されて

いるさまざまなイニシアティブに至るまで，デ

ジタル化は 20 年以上にわたってASEAN のア

ジェンダの上位に位置づけられてきた。

COVID-19 は，ASEANの強力なデジタル経

済の実現に向けた高い危機感を新たにし，その

決意を加速させた。このことは，ASEAN が

2021 年に発表した 3 つの重要な政策文書，

「ASEANデジタルマスタープラン 2025（ADM

2025）」，「ASEAN 電子商取引協定の実施に向

けた作業計画」，「デジタル経済統合のためのバ

ンダルスリブガワン・ロードマップ（BSBR）」

にも顕著に表れている（ASEAN 2021a, 2021b,

2021c）。

ASEANが統合された経済共同体を構築して

いく中で，統合されたデジタル経済を構築する

ことは大きな可能性を秘めている。例えば，統

合されたデジタル経済は，地域のサプライ

チェーンを合理化する技術の活用など，市場の

競争力と回復力を高めるビジネスモデルの開発

を通じて構造転換を促すことができる。同時

に，統合されたデジタル経済は，地域の電子市

場やデジタルプラットフォームを通じて，さま

ざまな商品やサービスへのアクセスを容易に

し，消費者の権利やプライバシーの公正な保護

を確保することができる。

COVID-19 は，域内のDX戦略，特にASEAN

にとってのデジタル経済の戦略策定の必要性を

明確にした。その戦略とは，オープンで安全，

相互運用可能かつ包括的なデジタル経済を確立

することを主眼としている。これは，商品，

サービス，データのシームレスな流れを促進

し，それを可能にする規則，規制，インフラ，

人材に支えられることで可能となる。言い換え

れば，ASEANデジタル経済は，地域のDXア

58 世界経済評論 2023年9月10月号

特集 日ASEAN友好協力50周年記念：地域の安定と発展に向けて



ジェンダというだけでなく，地域の競争力のあ

る未来を確保するための戦略でもある。

ASEANのデジタル経済は単一の戦略ではな

い。「ASEANデジタルマスタープラン 2025」，

「ASEAN 電子商取引協定の実施に向けた作業

計画」，「ASEANデジタル統合フレームワーク

とその行動計画」である（ASEAN 2019b,

ASEAN 2021c）。これらのイニシアティブは，

インフラから政策や規制，デジタル人材に至る

まで，DXのさまざまなイネーブラーによって

支えられている。早急に成果を上げ，地域全体

のデジタル経済のメリットを最大化するため，

2021 年には DXのためのロードマップ（BSBR

2021-2025）も策定された（ASEAN 2021b）。

2021 年 1 月に発表された ADM2025 は，パ

ンデミックからの回復を促進するためのデジタ

ル化の重要な貢献を認識した最初の包括的な公

式文書である。ADM2025 を策定する上で鍵と

なったのは，ASEANがこれまで実施してきた

イニシアティブよりも「強固で，革新的で，成

果ベース」であることを保証し，COVID-19

がこの地域に課す新たな課題を認識することで

あった。

また，安全で変革的なデジタルサービス，技

術，エコシステムを原動力とする，一流のデジ

タル経済圏としての ASEAN のビジョンも定

義している。このビジョンを達成するために

は，5 年間で新たなインフラや技術，サービス

の革新に多額の投資を行うだけでなく，地域全

体のデジタル包摂性とデジタルサービスを促進

するために，規制上の障壁を取り除く能力も必

要である。これらはすべて，パンデミック後の

復興を支えるより良いデジタルサービスの提供

など，表明されたビジョンに望ましい 8つの成

果をもたらすために極めて重要である。

ASEAN デジタル経済のもうひとつの重要

な柱は，ASEAN 電子商取引協定である

（ASEAN 2019a）。この協定は 2019 年に調印さ

れ，この協定を実施するための作業計画

2021-2025 も策定された。いずれも，以下のよ

うな全体的な枠組みを意図している：（i）電子

商取引の発展と利用を促進し，（ii）商品と

サービスの国境を越えた電子商取引を促進する

ための首尾一貫した規制環境の出現を強化す

る。

これを達成するために，5 年間に地域全体で

実施されるステップと，完全な実施を確実にす

るための望ましい成果を含む，実施の行動計画

が策定された（ASEAN 2022）。ワークスト

リームは，電子商取引とデジタル経済の横断的

な性質を認識した上で策定されている。例え

ば，「越境移動重視のワークストリーム」では，

貿易コストと時間の削減を推進し，電子商取引

関連の貿易と投資の成長を促進するための実践

的な対策を検討する。一方，「消費者重視の主

流」は，デジタル経済と電子商取引の発展を可

能にするため，消費者の信頼と参加を強化する

ための措置を検討する。それぞれのワークスト

リームの下には，規制のギャップに対処し，国

内規制の枠組みを国際基準に合わせることを目

指すさまざまな活動がある。

ASEAN デジタル経済の発展を支援する第 3

の重要なイニシアティブは，ASEANデジタル

統合フレームワークとその行動計画（DIFAP）

2019-2025 である。DIFAP には，ASEANが 6

年間にわたってデジタル統合の障壁を克服する

ために，6 つの優先分野にわたって必要な行動

が含まれている。これらの優先事項は，デジタ

ル接続とアクセス，金融エコシステム，商業と

貿易，労働力の変革，ビジネス・エコシステム

59世界経済評論 2023年9月10月号

日ASEANのデジタル共創



に関連している。例えば，データ保護を通じて

貿易の流れを促進するために，個人データ保護

とデジタルデータ・ガバナンスに関する具体的

な措置が特定されている。同様に，デジタル決

済を促進するために，フレームワークの相互運

用性とデジタル金融サービスの促進に関する具

体的な措置が優先されている。

最後に，ASEANの DXを支援する最新のイ

ニシアティブは，2021 年 9 月に経済大臣に

よって承認された BSBR 2021-2025 である。

BSBR は，ASEAN の DX を支援するために

ASEANが優先的に取り組むべき既存のデジタ

ルイニシアティブの主要な行動を強調すること

により，ASEANデジタル経済の創出に向けて

より協調的な方針をとっている。

BSBR では，ASEAN デジタル経済の発展に

向けた 3つの段階（回復，加速，変革）に分け

て，地域の回復と長期的な競争力に最も影響力

のあるイニシアティブを分類している。これら

はまた，ロードマップの主要なマイルストーン

でもある。イニシアティブのほとんどは，ペー

パーレス取引の強化，電子決済，オンライン知

的財産プラットフォーム，さまざまな分野にお

ける相互運用可能な標準の特定，ASEAN固有

のビジネス識別番号の最終化など，AEC の柱

の下にある。

BSBR はまた，2023 年に始まるデジタル経

済枠組み協定（DEFA）の交渉を準備するため

の具体的な計画も示している。DEFA は完成

すれば，域内全域にシームレスなデジタルエコ

システムを構築することを目的とした，最も野

心的かつ包括的な協定となる。このように，

BSBR が今後 5 年間の ASEAN の DX アジェ

ンダの方向性を形成していくことは間違いな

い。

ASEANのデジタル化に関するこれらすべて

の進展とイニシアティブを見ると，信頼の上に

築かれた ASEAN 全域でのデジタル経済の繁

栄は，まさにこの地域の将来の成長戦略にとっ

て極めて重要な要素である。このことは，地域

の持続可能なデジタルの未来を支援するために

2023 年 2 月に発表された「ボラカイ・デジタ

ル宣言」にも大いに裏付けられている

（ASEAN 2023）。

Ⅱ デジタル化にまつわる分野別の

議論1)

本節では，サプライチェーンの強靭性，ス

マートシティ，イノベーション，アントレプレ

ナーシップなど，特定の分野ごとのデジタル化

について論じる。

1．サプライチェーンのデジタル化

東アジアにおける競争力のある国際生産ネット

ワーク

日本と ASEAN にとって喫緊の課題は，デ

ジタル化を通じてサプライチェーンの強靭性を

いかに強化するかということである。東アジア

は過去 30 年間，その開発戦略においてグロー

バリゼーションを利用してきた。1990 年代以

降，「ファクトリー・アジア」（東アジアで構築

された国際的な生産ネットワーク（IPN））は，

競争力があり回復力のある生産ネットワークの

開発で世界をリードし，何度かの経済危機や自

然災害を乗り越えてきた。2008 年から 2009 年

にかけての金融危機は貿易の崩壊を引き起こし

たが，東アジアの洗練された IPN はその後す

ぐに回復した（Ando and Kimura, 2012; Okubo,

Kimura and Teshima, 2014）。その後，2011 年
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から 2016 年の貿易低迷期には，世界の国内総

生産（GDP）の伸びに対して国際貿易の伸び

が鈍化したが，東アジアの IPN は拡大を続け

た（Obashi and Kimura, 2018）。さらに，ファ

クトリー・アジアの世界との関連性は，特に一

般機械と電気機械の生産において，時間の経過

とともに高まっている。

東アジアの IPN は，直近では COVID-19 パ

ンデミックの際にその頑強さと回復力を示し

た。例えば，パンデミックは当初機械輸出に負

の影響をもたらしたが，2020 年 10 月までに

2019 年 の水準まで回復した（ Ando and

Hayakawa, 2021）。東アジアにおける輸出の落

ち込みは，北米や欧州に比べればかなり軽微で

あった。特に，東アジアの一般・電気機器の輸

出は，2020 年 4 月と 5 月にほぼ 2019 年の水準

を維持した（Ando and Hayakawa, 2021）。

ERIA は ASEAN 加盟国（AMS）とインドの

企業を調査し，多くのアジア企業がパンデミッ

クのショックに迅速かつ積極的に対応し，パン

デミックの最盛期にはしばしば利益を上げてい

たことを発見した（Oikawa et al., 2021）。

日本は，東アジアでこうした競争力のある，

強固で回復力のある IPN を構築する上で重要

な役割を担ってきた。実際，日本の対ASEAN

直接投資（FDI）は，アジア太平洋地域におけ

る日本の FDI の中で最大のシェアを占めてい

る（図1）。

東アジアにおける IPN の競争力の維持・強

化は，ASEANや日本を含む開発戦略にとって

不可欠な要素である（Han, 2022）。そのために

は，サプライチェーン問題をめぐる現在の世界

的なトレンドを明らかにする必要がある。

東アジアにおけるサプライチェーンの競争力に

影響を与える主なトレンド

サプライチェーンは 3つのトレンドにより，

より複雑化し，様々な課題に直面している。第

一のトレンドは，消費者の多様化と産業の技術

進歩である。顧客の嗜好の多様化に伴い，サプ
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図1 アジア太平洋地域における日本の対外直接投資

ANZ=オーストラリア・ニュージーランド，China=中国，Korea=韓国ASEAN=東南アジア諸国連合。

出所：日本銀行，直接投資ポジション，https://www.boj.or.jp/en/statistics/br/bop_06/bpdata/index.htm，

および筆者



ライチェーンは商品やサービスのカスタマイズ

化，デジタル購買パターンの認識など，より複

雑化している。また，製品のライフサイクルが

短くなり，製品が技術的に高度化するにつれ

て，独自のサプライチェーンモデルが必要に

なっている。第二のトレンドは，サプライ

チェーンリスクの増大である。例えば，世界的

なパンデミック，大規模地震，ロシアのウクラ

イナ侵攻などによるサプライチェーンの混乱に

ついて，企業は懸念を強めている。さらに，米

中間のような経済大国間の対立は，サプライ

チェーンに不安定要素をもたらしている。第三

の傾向は，政府や消費者が環境や人権といった

社会的関心事をより意識するようになり，新た

な社会的価値観が台頭してきたことである。し

たがって，環境規制，人権対策，気候変動は，

今やすべてが企業活動に影響を及ぼすように

なっている。

特に，カーボンニュートラルの問題は，将来

のサプライチェーン形成にとって重要となる。

欧州のグリーン・ニューディールなど，各国で

カーボンニュートラル達成に向けた取り組みが

強化されている。また，日本も 2050 年までに

温室効果ガス排出ゼロを目指す脱炭素化政策を

発表している。現在，多くの企業がサプライ

チェーン全体の炭素排出量を監視するため，企

業はすべての事業活動を脱炭素化に向けて再構

築しなければならない。

実際，環境規制も将来のサプライチェーンに

とって重要な課題である。欧州特定有害物質制

限指令や欧州化学物質登録・評価・認可・制限

規則など，製品に含まれる化学物質に関する規

制は各国で強化されている。水質汚染や大気汚

染に関する規制も強化され，企業はグリーン調

達基準を遵守しなければならなくなった。

国連は 2011 年に「ビジネスと人権に関する

指導原則」を承認した。その後，原則と関連す

るさまざまな法律が，ヨーロッパを中心に世界

中で施行されている。企業の社会的責任

（CSR）アンケート，自主監査，外部監査など

を通じて，取引先の人権保護の確認が求められ

るようになっている。移民労働者に対する不当

な扱いや児童労働の利用は，しばしば世界中で

ボイコットにつながっている。

デジタル・サプライチェーンのエコシステム

日本と ASEAN がこうしたサプライチェー

ンのシフトに効率的に対応できなければ，これ

まで築いてきた IPN の競争力を失うことにな

りかねない。したがって日本と ASEAN は，

さまざまなサプライチェーン関係者の間で必要

なデータの流れを特徴とするデータサプライ

チェーンのエコシステムを構築しなければなら

ない。効率的なデータ共有がなければ，企業は

自然災害などの緊急時に何が起きているのかを

理解することができない。また，サプライヤー

が材料や部品をどのように製造しているかを把

握しなければ，企業は持続可能性や人権に関す

るグローバルな要件を満たすことができない。

一般的に，企業は自社の内部データこそが競

争力の源泉であると考えているため，内部デー

タを他社と共有したがらない。また，詳細な

データを顧客と共有することで，交渉力を失う

と考える場合もある。このような課題を克服

し，グローバルな最適化を実現するためには，

企業は，データを共有すべき理由，データを共

有することのメリット，そしてデータを共有す

ることでどのように競争力のある事業運営を実

現できるかについての議論に参加する必要があ

る。サプライチェーンは国際的なものであるた
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め，政府も参加する必要があろう。具体的な

ユースケース（協働の目的，利害関係者，共有

するデータ項目，データのストックとフロー，

期待される影響や成果などを定義し，規定する

こと）を作成することが効果的である。

デジタルサプライチェーンのエコシステム構

築は容易なことではない。しかし，対応が先送

りされれば，IPN は競争力を失いかねない。

日本と ASEAN は，サプライチェーンにおけ

る課題を克服するため，早急に協議を開始すべ

きである。

2．新たな日 ASEAN 包括的経済連携協定

（AJCEP）とデジタル化

日本と ASEAN は 2007 年 11 月に包括的経

済連携協定（AJCEP）を締結し，2008 年 4 月

14 日までに全締約国によって署名された。

2019 年，両締約国は協定を改正する第 1 議定

書に署名した。この議定書は，サービス貿易，

自然人の移動，投資に関する章を完成させるこ

とで，幅広い分野における日本と ASEAN の

相互経済関係を強化することを目的としてい

る。以下では，デジタル化の観点から AJCEP

のさらなる発展の可能性について論じる。

連結性の改善

新たなAJCEP は，日ASEAN間の連結性の

向上を目指すべきであろう。サービスの質の向

上は全体的な連結性の質に直結するため，

ASEAN地域の物理的インフラへの投資を促進

すべきである。日本は ASEAN のインフラ整

備のために 1,100 億ドルを確保している

（MOFA, 2015）。日本はまた，インフラプロ

ジェクトを支援するために，ASEAN諸国に対

して低金利の融資やその他の形態の金融支援を

継続すべきである。多くのASEAN諸国では，

能力も資源も限られているが，地域協力を強化

することで，より良い連結性のための解決策が

得られるだろう。

サービス貿易の自由化

サービス貿易自由化は，新AJCEP のもう一

つの焦点であるべきである。サービスはアジア

の DX に広範な影響を及ぼす。第一に，サー

ビス部門の発展は，労働力を吸収するためによ

り多くの雇用を創出する。第二に，サービスの

効率化は貿易コストを削減し，製品と貿易の信

頼性を高め，電子商取引を促進する。第三に，

その結果もたらされる政府歳入の増加は，イン

フラとその連結性をさらに改善するための追加

的な資源を提供する。

新興のサービス仲介業者は，この貿易自由化

を主導することができる。デジタル化は川下企

業にとって，素材サプライヤー，市場調査，ソ

フトウェア開発，出荷・配送，代理店業務，

キーワード検索，最適化など，より多くのビジ

ネスチャンスを生み出すだろう。川上の中核的

な電子商取引事業者を中心とした生産ネット

ワークのクラスター化が深化し，普及し始める

と，より細かい分業が進み，その結果，より高

度な専門化が進むことになる。このような市場

の細分化によって，需要はより正確に特定され

るようになり，したがって，より多くのサービ

ス活動が拡大の余地を見出すことになる。日本

と ASEAN の関係強化は，サービス貿易の成

長をより一層促進するものになるだろう。

規制調和の促進

オンライン市場には，自由なデータの流れ，

フェアプレー，競争，セキュリティを確保する
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ための規則や規制が必要である。国際的に，デ

ジタル貿易はそれに関するグローバルガバナン

スの形成を促進してきた。これらの新しい規則

や規制は，デジタル経済の発展に影響を与え

る。しかし，現在の多国間貿易交渉の進展は，

デジタル経済の急激な成長に追いつくことはで

きない。したがって，新しいAJCEP は，新た

なルール作りを試行すべきである。

ASEANの成長は，グローバル化と貿易円滑

化を促進する政策を採用することの重要性を証

明している。関税または非関税障壁を撤廃し，

税関，検査，課税手続きを簡素化するための行

動は，デジタル化を促進し，グローバルバ

リューチェーンを拡大する。さらに，日本は貿

易・投資に関する国際ルール設定に積極的に取

り組んできた。日本とAMSとの二国間関係を

強化することは，双方が互いから学び，通関，

為替決済，税金の払い戻しなど，貿易の障壁と

なっている問題を共同で解決するのに役立つ。

デジタル貿易に関する地域全体の規制調和を達

成することは，ASEANの声を確実に届けるこ

とにもつながる。

3．スマートシティ：日本と ASEAN とのイ

ノベーション・パートナーシップ

2018 年の第 32 回 ASEAN 首脳会議におい

て，ASEAN 首脳は ASEAN スマートシティ

ネットワーク（ASCN）を設立した。ASCN

は，10 カ国・地域の都市がスマートで持続可

能な都市開発という共通の目標に向かって取り

組む協働プラットフォームである。

アジアにおける急速な都市化とデジタル化が

もたらす機会と課題を考慮し，ASCN の主な

目標は，技術をイネーブラーとして，生活を改

善することである。人々に焦点を当てること

で，ASCNは，ASEAN憲章に記されている人

権と基本的自由を尊重した，スマートシティ開

発への包括的なアプローチを採用している。ま

た，ASEAN 全体のスマートシティのネット

ワーク化は，文化を超えた相互理解の促進にも

貢献する。ASCN は，スマートシティ開発に

関する協力を促進し，民間セクターと連携した

銀行取引可能なプロジェクトを促進し，日本な

ど ASEAN の外部パートナーからの資金や支

援を確保することを目的としている。この目的

のため，これまでに 33 のパートナーシップが

結ばれている。

ASCN に対して日本は関与を強めており，

2019 年以降日本は ASCN ハイレベル会合を主

催し，26 都市間の連携とパートナーシップを

支援している。さらに，2020 年の ASCN ハイ

レベル会合で開始された「日本 ASEAN 相互

パートナーシップによるスマートシティ支援

（Smart JAMP）」プログラムに基づき，日本は

26 のパイロット都市からプロジェクト形成調

査の提案を募集し，地域のスマートシティプロ

ジェクトを支援している。

以下では，ASCN の 6 つの行動群について

検討する。（i）持続可能な都市とスマートな建

築環境，（ii）スマートなサービス提供のため

の統合技術インフラと過程，（iii）スマートな

都市モビリティ，（iv）持続可能なビジネス／

拡張企業モデル，（v）スマートな人々，（vi）

統合された計画，政策，基準，規制。これら 6

つの行動群を通じて，ASCNは，ASEAN市民

の生活の質の向上，環境，低炭素エネルギー転

換，気候目標の達成，都市の競争力向上と住み

やすさの向上，日本と ASEAN の産業と革新

的な中小企業の競争力向上，成功の再現と失敗

の繰り返しを防ぐための知識の共有，デジタル
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技術の適切なパートナーと投資ソリューション

を見つけるための都市支援を目指している。

持続可能な都市とスマートな建築環境

都市レベルで持続可能でスマートな環境を構

築するための主な課題は，エネルギー使用量，

環境への影響，二酸化炭素排出量を削減するこ

と，雇用と成長のために競争力のある産業を育

成すること，社会的・社会的発展と市民の福利

を確保することである。エネルギー効率を改善

し，低炭素エネルギーを生み出し，インフラを

近代化し，質の高い生活環境を創造するために

必要な投資は，ASEANでは膨大なものとなっ

ている。都市の計画的な財源には限度があり，

公共投資と組み合わせた民間資本の活性化が必

要である。日本と ASEAN は，すべての都市

がユニークであることを認識し，利害関係者が

適切な決定を下し，課題解決に必要なツールを

提供するべきである。

スマートサービス提供のための統合技術インフ

ラとその過程

エネルギー，交通，通信など，都市内や都市

を横断するさまざまな既存の社会インフラや新

たなデジタルインフラのネットワークを，いた

ずらに重複させるのではなく，統合することに

よって，まだ十分に活用されていない大きな価

値が提供される。この点は，能動的インフラに

も受動的インフラにも当てはまる。最新のデジ

タル技術を活用した新たな連携アプローチに

よって，都市にもたらされる可能性は大きい。

しかし，そうした価値を得るためには，複数の

関係者による持続的な関与が必要である。日本

と ASEAN は，ASCN 内の小規模で革新的な

都市を探し出し，急速に前進させ，大規模な設

計を受け入れるのではなく，「小規模な設計」

を行うことができるようにする。このイニシア

ティブのターゲットと焦点はまだ形成中である

が，当初合意されたアクションは循環型都市と

低炭素都市である。

スマートな都市モビリティ

新しい都市モビリティのスマートソリュー

ションの大幅な展開と普及がなければ，

ASEANの都市モビリティの目標を達成するこ

とは不可能である。大規模な実現には，他の場

所での規模拡大や新たなパートナーとの協力な

ど，さまざまな方法がある。この行動群は，都

市と日本企業を結びつけ，革新的なモビリティ

ソリューションを紹介し，主要な市場分野での

規模の拡大を支援する。日本と ASEAN は，

ASEANのスマートシティのニーズを理解し実

現するための主要なプラットフォームとなるこ

とを目指している。関係者を結集し，イノベー

ションへの道のりを支援するツールを構築し，

実現の準備が整った個々のネットワークやプロ

ジェクトを直接支援することが必要である。例

えば，国際協力機構（JICA）のプログラムは，

スマートモビリティプロジェクトの投資準備状

況の評価，投資機会の特定，プロジェクトパー

トナーと投資家および金融機関との接続支援を

実施している。

4．デジタルで革新的な経済の促進

日ASEAN起業家エコシステムの構築

持続可能な成長を達成するためには，日本と

ASEANの双方において革新的な活動とアント

レプレナーシップを育成する必要がある。イノ

ベーションの概念には，科学的知識や技術の生

産とその展開という 2つの段階がある。日本と
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ASEANは，イノベーションにおいて補完的な

強みを有している。Kimura and Oikawa（2022）

によれば，日本は多大な研究開発ストックを蓄

積しており，ASEANは豊富な若年人口に基づ

くエネルギッシュな起業文化を誇っている。し

たがって，日本と ASEAN の協力的な取り組

みは，両経済圏の持続可能な成長を促進するこ

とができる。

Rosiello, Vidmar, and AjmoneMarsan（2022）

によれば，起業家エコシステムの繁栄にはいく

つかの要素が必要である。新しい商品やサービ

スの市場へのアクセスは不可欠であり，地理的

な位置やグローバルバリューチェーン内での位

置づけが買い手へのアクセスに影響する。起業

家のネットワークは知識，スキル，資本の流れ

を可能にし，リーダーシップはビジョンとロー

ルモデルを提供する。資金へのアクセスは，で

きれば起業家としての知識を持つ投資家からの

アクセスが望ましく，不確実で長期的な事業プ

ロジェクトへの投資を確実なものにする。最後

に，十分に機能する大学を含む多様で相乗効果

のある人的資源は，エコシステムの発展を支え

る新たなスピンオフの重要な供給源となる。

結論 日本とASEANの今後の協力関係

本稿では，デジタル分野を活用した，サプラ

イチェーン強靭化，スマートシティ，アントレ

プレナーシップといった分野を紹介し，デジタ

ル分野における日本と ASEAN の協力の可能

性について概観した。デジタル分野では，G7

や G20 でも議論された「信頼性のある自由な

データ流通」のような国境を越えたデータ交換

や，データそのものの保護，サイバーセキュリ

ティの確保が急務である。日 ASEAN 友好協

力 50 周年を迎える今，日 ASEAN は「共創」

する関係を目指し，デジタル化の潮流を将来の

成長に活かす真のパートナーとなるべく，将来

にわたって協力していくべきである。

［注］

1）The section is based on the coming publication, Oikawa, K.,

V. Anbumozhi, L. Chen, C. L. Hardesty, F. Iwasaki , T. Kato, M.

Kojima, M. Kozono, F. Machida, M. S. Milo, A. Nagatani, H.

Phoumin, K. Sudo, A. D. Rillo, and R. Shrestha（2023, forth-

coming）
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